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平成25年９月25日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付した案件

○概要説明

教育委員会、総合政策部、商工観光労働部、

農政水産部

１．本県の学校教育の現状

２．本県の「キャリア教育」の現状

３．本県の「産業教育」の現状

○協議事項

１．県外調査について

２．次回委員会について

３．その他

出席委員（11人）

委 員 長 西 村 賢

副 委 員 長 後 藤 哲 朗

委 員 中 村 幸 一

委 員 井 本 英 雄

委 員 押 川 修一郎

委 員 二 見 康 之

委 員 清 山 知 憲

委 員 太 田 清 海

委 員 河 野 哲 也

委 員 渡 辺 創

委 員 前屋敷 恵 美

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

教育委員会

教 育 長 飛 田 洋

教 育 次 長
髙 原 みゆき

（ 総 括 ）

教 育 次 長
西立野 康 弘

（教育政策担当）

教 育 次 長
中 野 通 彦

（教育振興担当）

総 務 課 長 梅 原 裕 二

学 校 政 策 課 長 谷 口 英 彦

学 校 政 策 課
今 村 卓 也

学 校 支 援 監

特別支援教育室長 坂 元 厳

総合政策部

文化文教･国際課長 菓子野 信 男

商工観光労働部

労 働 政 策 課 長 久 松 弘 幸

労 働 政 策 課
福 嶋 清 美

地域雇用対策室長

県立産業技術専門校長 渡 邉 靖 之

農政水産部

地域農業推進課長 向 畑 公 俊

漁 村 振 興 課 長 神 田 美喜夫

県立農業大学校長 山 内 年

県立高等水産研修所長 兼 田 正 之

事務局職員出席者

政策調査課主任技師 山 口 大 吾

政策調査課主査 深 谷 真 紀

○西村委員長 それでは、ただいまから宮崎の

こども対策特別委員会を開会いたします。

本日の日程でありますが、お手元に配付の日

程案をごらんください。事前資料が配られてお

りますが、差しかえがありましたけれどもよろ
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しいでしょうか。

本日は、本委員会の調査事項「本県のこども

のライフステージ」を踏まえまして、教育委員

会と関係する総合政策部、商工観光労働部、農

政水産部より本県の教育に係る取り組みについ

て説明を受けたいと考えております。

まず、本県の学校教育の現状について、現状

把握をしたいと考えております。

続きまして、「本県のキャリア教育、産業教育

の現状」について本県が取り組もうとしている

キャリア教育や職業高校、産業技術専門校、農

業大学校、高等水産研修所で行われている産業

教育の現状について、執行部の説明を受けたい

と思います。

次に、４の協議事項でありますが、今後、予

定しております県外調査などについて御協議い

ただきたいと思いますが、以上のとおり決定す

ることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時を休憩いたします。

午前10時01分休憩

午前10時02分再開

○西村委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

本日は、教育委員会と総合政策部、商工観光

労働部、農政水産部においでをいただきました。

早速ですが、概要説明をよろしくお願いをい

たします。

○飛田教育長 おはようございます。教育委員

会でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。

本日は、委員長から先ほど御紹介がございま

したが、教育委員会関係課室に加えまして、総

合政策部、商工観光労働部、農政水産部からも

関係課及び学校等が出席いたしておりますので、

どうぞよろしくお願いいたします。

それでは、本日は御指示のありました事項に

つきまして御説明をさせていただきます。お手

元に「宮崎のこども対策特別委員会資料」が配

付してあると思いますが、その資料をお願いい

たします。

表紙の目次をごらんください。教育委員会か

らは、まず「本県の学校教育の現状」について、

次に「本県のキャリア教育の現状」について、

最後に「本県の産業教育の現状」について説明

させていただきます。

また、商工観光労働部からは、「県立産業技術

専門校の概要」について、農政水産部から「県

立農業大学校及び県立高等水産研修所の概要」

について説明させていただきます。詳細につき

ましては、担当課長が説明いたしますのでよろ

しくお願いいたします。

私からは、以上でございます。

○谷口学校政策課長 それでは資料の１ページ

をお願いいたします。

まず、本県の学校教育の現状について御説明

をいたします。

（１）にまず、学校数、児童生徒数の公立学

校の推移を載せておりますので、その表をごら

んください。横に見ていただきますと、過去５

年間の資料を出しておりますが、小学校につき

ましては、まず、学校数ですが平成21年265校ご

ざいましたが、右にずっと見ていただきまして

平成25年は248校、17校減っております。児童数

につきましても６万5,800人おりましたのが、右

にずっと見ていただきまして６万1,000人という

ことで、四千何百人か減っております。
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同様に、中学校、学校数が平成21年137校でし

たが、少し減りまして平成25年は135校、生徒数

は３万3,000人おりましたが、減りまして３万人、

約3,000人の減少となっております。

高校も学校数44校ございましたのが、右側に

ずっと行っていただきまして38校と６校減、生

徒数２万4,000人おりましたのが、右側にずっと

見ていただきまして２万3,000人で1,000人ほど

減少、中等教育学校は特に変わっておりません。

特別支援学校が、学校数は15校ありましたの

が、２校減りまして13校となっておりますが、

一つ特徴的でございますのは、児童生徒数が平

成21年1,188人でございましたが、特別支援学校

に関してはふえまして、平成25年1,282人とふえ

ているのが特徴でございます。

この表は５年間の表を出しておりますが、も

うちょっと長期的に見ますと、生徒数、実は中

学校卒業者数で申し上げますと、一番多かった

のが平成元年のころに約２万人中卒者がおりま

した。だんだん減りまして、現在１万１千何人

ということで、６割ぐらいに減っておりまし

て、10年後になりますと１万人ですので、ちょ

うど半分になります、平成元年から平成34年ぐ

らいになりますと、約半分ぐらいに減ると。だ

から、少子化につきましては、最初急激に減っ

ておりましたのがだんだん緩やかになっており

まして、現在、緩やかに少子化が続いていると

いう現状がございます。

次に、２番の表をごらんいただきますと、私

立学校の状況を載せております。私立小学校の

児童数が46名が76名と若干ふえております。中

学校と高等学校につきましては学校数も生徒数

もほぼ同じぐらいということで、特に大きな変

化はございません。若干ふえているというぐら

いでの状況でございます。

次のページをお願いいたします。

まず、中学校における進学・就職の状況につ

いてですが、中学生が①ですが、高等学校等に

進学する率でございます。その表の２段目、本

県の高校と進学率でごらんいただきますと、進

学率は平成20年98.0％、中学生が高校等に進学

しておりましたが、右にずっと見ていただきま

して平成24年が98.2％、ほとんど変わっており

ません。括弧内で示した数字が全国順位でござ

います。平成20年が全国27位の高校進学率だっ

たのが、34位、34位、26位、34位と、大体30位

前後で、中学生の高校進学率は推移していると、

余り変わっておりませんが、全国平均に比べま

すと低いということが言えると思います。

次に、就職の状況でございますが、就職率で

見ていただきますと、本県の就職率は平成20年

が0.40、右側に見ていただきまして0.42、0.54

ときまして0.53、だんだん就職率がふえている

というような率になっておりますし、括弧内の

全国順位を見ていただきますと、28位か

ら20、7、13、９とだんだん上がっているように

見えますが、実は、この就職者に関しましては

総数を見ていただきますと平成20年が48名でし

たが、ふえているように見えますが平成24年が61

名と13名ふえただけで、もともと絶対数が少な

いという状況でございますので、これに関して

は余り変わっていないというような状況かとい

うふうに思っております。

次に、今度は４番目、高等学校の進学・就職

の状況でございます。

同じく進学率で見ていただきますと、まず大

学等の進学率でございますが、本県の大学等の

進学率は平成24年が43.6％、右側に見ていただ

きまして平成24年は42.4％、若干減少傾向にあ

るというふうな状況でございます。ただ、全国
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順 位 、 括 弧 を 見 て い た だ き ま す

と、38、36、39、40、38でこれは余り変わって

おりませんので、全国的には余り進学等に関し

ましては本県は低いわけですが、位置として余

り変わっていないという状況で、全国も若干減っ

ているという状況でございます。

一番下の就職でございますが、本県の就職率

は31.1％だったのが、これはちょっと特徴があ

りまして次の年にがたっと減りまして26.6％、

その後徐々にふえていくというような推移をし

ております。これは、一番下の全国もごらんい

ただきますと同じ傾向でございまして、全国最

初18.2％でしたが、次の年に15.8とがくっと減

りまして、後はまた徐々にふえていっていると

いうような状況でございます。

就職に関しては、本県は順位を見ていただき

ますと、括弧内の数字が４、６、３、３、４と

なっておりまして非常に就職率は高いという状

況がございます。表には出ておりませんが、実

は大学等進学の下から２番目の表の右下、本県

の進学率42.4と、本県の就職率29.7を足します

と72％でございまして、あと残り二十何％の子

がどこに行っているかと申しますと専修学校で

す。ほとんどの子供たちが専門学校、ビジネス

系とか、医療系とか、看護系の専門学校に進学

しておりまして、その数が徐々にふえていると

いうような傾向でございます。

右側をごらんください。今度は今の状況を九

州各県と比較したグラフを載せておりますが、

まず、大学等の進学の状況です。折れ線グラフ

で見ていただきますと、これが大学等の進学率

で、九州各県と比較していただきますと宮崎県

が折れ線グラフで言いますと42.4％でございま

すが、九州各県ほぼ同じような大学の進学率で

ございまして福岡だけが高いわけですけど、九

州各県の大学等の進学の状況はほぼ一緒で、全

国的には低いと、全国の平均は左側のページの

下から２番目の表の右下に53.2とございますが、

全国の大学の進学率は53.2％に対して、九州各

県は福岡がそれに近いぐらいで、あとはもうそ

れよりも低いという状況でございます。

右側、就職の状況について見ていただきます

と、同じく折れ線グラフを見ていただきまして

宮崎県が29.7％、一番高いのが佐賀県の31.0％

ですから九州では２番目に就職率は高い。

これに関しましても、実は全国の平均が左側

のページの一番右下に載せておりますが、17.0

というのが全国の平均でございまして、それに

比べて九州各県は非常に高いということで、九

州はやはり大学等の進学率は低いけれども、就

職率が高い傾向にあるというのが各県の状況で

ございます。

続きまして２番目、本県の「キャリア教育」

の現状について御説明をいたします。

本県はキャリア教育ガイドラインという冊子

をつくっておりまして、ことしの１月につくり

まして全学校に配布しておりますが、その概要

について御説明をいたします。

①番目ですが、キャリア教育の必要性という

ところですが、背景としまして若者で働いてい

ない、いわゆるニートの子供たちが60万人ぐら

いいると、これが一番大きな課題でございます。

それを背景といたしまして、イに、学校から

社会への移行をめぐる課題と書いておりますが、

正規の従業員として採用されない。実は若者の

非正規雇用率約３割の若者が、働いている者の

うちの３割が正規職員ではなくて非正規職員と

いう状況にありまして、先ほどのニート、60万

人のニートと正規職員でない非正規雇用者の若

者が非常に多いというのが、今の日本の課題で
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ございます。これを例えば言い方を変えますと、

社会の中で非常に不安定な状態から脱出できな

い若者が数多くいるというのが背景として大き

な原因がございます。

今度は、子供たちの問題としまして、ウをご

らんいただきますと、子供たちの生活・意識の

変容ということで、精神的・社会的自立がおく

れる傾向もございますし、将来計画が希薄なま

ま、進学、就職している者も多いという子供た

ち自身の問題もございます。

ただ、この子供たち自身の問題につきまして

は、昔もある程度こういう傾向がございまして、

ただ、昔は新規学卒者が卒業後に正規職員とし

て一括採用されておりましたので、職について

から成長すると。若者が職について成長していっ

た時代だったわけですが、今はそうではなくて、

職につく前にしっかりしないと職にもつけませ

んし、職についてからもやめていくということ

で、社会環境が大きく変わりましたことが、今

の子供たちの成育環境を変えざるを得ないとい

うような状況でございます。

そういうことを背景としまして、次の「学校

教育に求められている姿」ということでござい

ますが、社会人として自立した人を育てないと

いけない。職につく前に育てる必要がございま

すので、学校の学習と社会を関連づけた教育で

すとか、生涯にわたって学び続ける意欲の向上

ですとか、社会人としての基礎的資質・能力の

育成等をしなくてはならない。これがいわゆる

キャリア教育の推進、これが今非常に求められ

ているということでございます。

次のページをお願いいたします。

キャリア教育と申しますが、それが一体何か

ということで、「キャリア教育の定義」でござい

ますが、一人一人の社会的・職業的自立に向け、

必要な基盤となる能力や態度を育てることを通

して、キャリア発達を促す教育という定義でご

ざいまして、非常にわかりにくいのが「キャリ

ア発達」という言葉がございますが、この言葉

は生涯の中で、人はそれぞれ職業人とかあるい

は家庭人とか、あるいは地域社会の一員として

それぞれの役割を果たしながら生きていくとい

うことを、このキャリア発達という言葉であら

わしているということでございます。

それを推進するためには、一体どういう力が

必要かということがイでございますが、社会的

・職業的自立に向けて必要な能力、それを基礎

的・汎用的能力という言い方がされております

が、４つございまして、そこに示しております

が、人間関係形成・社会形成能力、具体的に言

いますとコミュニケーション・スキルですとか

リーダーシップ等です。次が、自己理解・自己

管理能力、自己の役割の理解とか忍耐力等です。

課題対応能力、課題発見とか実行力等。キャリ

アプランニング能力、働くことの意義の理解と

か将来設計等、このような４つの力を全ての教

育活動を通して、学校教育、社会教育全ての活

動を通してつけていくことが大切だというふう

に言われております。

こういう状況を受けまして、宮崎県としてど

ういうキャリア教育を進めていくかということ

を示しておりますのが次でございます。

アの目標といたしましては、自立した社会人

・職業人を育成する。

方針は３つございまして、最初は、小・中・

高の「縦」の連携を図る。次が、学校と家庭・

地域社会・企業等との「横」の連携を図る。次

が、宮崎県独自の課題やニーズに対応するとい

う、３つの基本方針を立てて、それを具現化す

るように推進してきております。
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ウに具体的な方策を載せておりますが、まず、

「縦」の連携、小・中・高の連携につきまして

は、そこに書いてございますが、例えばキャリ

ア教育推進委員会とかキャリア教育推進リーダ

ー、全県立学校にこういうのを設置しておりま

して、キャリア教育を推進しようとしておりま

すし、次のぽつでは、右側だけ申し上げますと

校内研修や県主催の研修の充実、あるいはキャ

リア教育を進めるための実践事例集の作成、あ

るいは具体的ですが、職場体験とかインターン

シップの実施、あるいは小・中・高をつなぐ連

携システムの構築、このようなことを図りなが

ら「縦」の連携を進めていこうと。

次が、「横」の連携、学校と家庭・地域社会・

企業等との連携でございますが、まず、連携を

推進するために県版のリーフレットを作成いた

します。また、県としまして学校と企業等とを

結ぶための中心的組織の設置、後ほど御説明い

たしますが、産学官連携キャリア教育推進事務

局というのを設置いたしまして、県全体のキャ

リア教育を推進しようと考えております。学校

におきましても家庭、地域の教育力を結ぶ組織

を設置するというようなことを考えております。

宮崎県独自の対応といたしましては、郷土の

よさを知るための「ふるさと学習」の推進、あ

るいは県全体の気運を醸成するため「県民のフォ

ーラム」10月24日にキャリア教育推進フォーラ

ムというのを1,000名規模で実施いたしますが、

そういうフォーラムを実施したりシンポジウム

を開催したりということを考えております。

今申し上げましたことを概念図で示したのが、

右側の図になります。

下から上に向かっております矢印が縦の連携

を示しておりまして、下から見ていただきます

と小学校・中学校・高校と上がって、縦の連携

を進めていこうと。

右側の四角でくくっておりますのが、具体的

な活動です。一番右上で申しますと、高校でホ

ームルーム活動とか生徒会活動とか、中学校、

小学校それぞれございますが、具体的にこうい

う活動をやっていこうと。

左側の四角で示しておりますのが、これは発

達段階に応じたキャリア教育の目標でございま

して、例えば一番上の四角「自己理解を深め、

自分を受け入れる」とか、それぞれキャリア教

育の目標を示しながら、こういう概念図でやっ

ていこうと。

下のほうにある横の円が、今度は学校と地域、

企業、家庭を結んでおりますが、横の連携をそ

れぞれ推進していこうというような概念図を示

しているところでございます。

６ページをお願いいたします。

今度は、現在の「キャリア教育」の現状と課

題でございますが、まず、小学校におきまして

左側、現状を書いております。いろんな活動を

しておりまして、農業体験活動とか社会見学と

か伝統芸能への取り組み、さまざまな体験活動

を実施しておりますし、あるいは学校内で係活

動とか当番活動、委員会活動さまざまな活動を

しております。

しかし、右側、課題といたしましては、体験

活動とか委員会活動を、もう一度キャリア教育

の視点で見直す必要がございますし、教科とか

道徳とか総合的な学習の時間、いろんな教育活

動全体を通してキャリア教育を推進する必要が

ございます。

これまで小学校におきましては、進路指導と

いう概念が余りございませんでしたので、やは

りキャリア教育ということを意識しながら充実

していくことが大切だというふうに考えており
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ます。

中学校におきまして現状でございますが、中

学校では進路に関する学習を実施しております。

しかし、右側を見ていただきますと、どの高校

を選択するかという進路指導に終わりがちだと

いう傾向がございますし、次のぽつでは、職場

体験活動とか職業講話、いろんな活動をしてお

りますが、右側の課題ではそれが一過性の活動

となってしまって、本当に働くことの意義や厳

しさについて考える体験までに至っていないと

いう状況もございます。

中学校で一番キャリア教育の中心とも言えま

す職場体験活動ですが、その表を見ていただき

ますと実施率、年々ふえておりまして平成24年

度、本県は100％。全ての中学校でその職場体験

活動を実施しております。日数は、その表を見

ていただきますと、一番多いのが２日と３日、

大体２日から３日にかけて全ての中学校で職場

体験活動を実施しているという状況でございま

す。

高等学校につきましても、現状といたしまし

て、進学や就職に関する学習を実施しておりま

す。しかし、中学校と似ておりますが、右側の

課題を見ていただきますと、その進学先とか就

職先をどうするかという出口指導になりがちの

傾向があると。あるいはインターシップや外部

講師などいろんな講話など行っておりますが、

右側になりますが、本当に社会的・職業的自立

のための資質や能力を培う指導までには至って

いないと。

もう一つ、普通科ですが、普通科のインター

ンシップを全学校でやっていますけれど、生徒

の参加率がやや低いという課題もございます。

それを示しましたのが右側の７ページでござい

ます。

高等学校におけるインターンシップ、実施率

年々ふえておりまして本県は平成24年度100％で

ございます。ただし、参加率が職業系の高校は

もうほとんどの生徒が参加しておりますが、普

通科系の高校は一応希望者という学校が多くて、

年々ふえてはいるんですけれど、まだ23.7％の

生徒しか体験していないというところが課題で

ございます。

今後の取り組みとしましては、学校の取り組

みとしましてキャリア教育の視点を入れて全教

育活動を見直す必要がございますし、学校だけ

ではできませんので、家庭、保護者、企業との

連携もしなくてはいけませんし、教科とか総合

的な学習の時間、特別活動全てをキャリア教育

の視点でつないで、教育活動全体を通してキャ

リア教育を推進する必要があると考えておりま

す。

県教育委員会といたしましても、先ほど申し

上げましたが、小・中・高の縦の連携ですとか、

地域産業界や家庭との横の連携を充実しながら、

キャリア教育全体を推進していく必要があると

いうふうに考えております。

ことし、特に事業としまして概念図を載せて

おりますのは、今年度から３カ年間、「自立した

社会人・職業人を育む宮崎キャリア教育推進事

業」というのを立ち上げまして、先ほど申し上

げました縦の連携とか、横の連携を推進してい

こうと考えておりまして、一点だけ見ていただ

きますと、その概念図の真ん中の左側の四角の

（１）産学官連携キャリア教育推進事務局の設

置とございますが、これが、ことし日向市に事

務局を置きまして、その事務局を中心に、日向

市をモデル地区としまして先進的な取り組みを

進めていただいて、その成果を県下全体に普及

していこうということを考えております。
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次のページをお願いいたします。

本県の「産業教育」の現状ということでござ

いまして、まず、そこに生徒数を出しておりま

すが、内訳をごらんいただきますと、普通科系

学科とか産業系学科、総合学科とございまして、

下のほうにそれぞれ米印で説明をしております

が、この生徒数の推移、棒グラフも示しており

ますが、ここで見ていただきたいのは、本県の

特徴が普職の比が５対５という特徴がございま

して、普職と申し上げますのは、普が普通科系

の高校、職というのは職業系の高校でございま

して、この表で言いますと産業系の学科と総合

学科を足したものを職業系の学科ということで、

実は、その生徒数の比が５対５というのが本県

の大きな特徴でございます。

棒グラフで平成15年からずっと載せておりま

すが、平成25年まで、実はこれ足し算をします

と、例えば平成15年、一番上の1,070名と１

万4,148名、この２つを足したものが職ですが、

それに対して下の１万4,502が普通科系ですが、

比率を計算しますと5.1対4.9でございます。平

成15年が5.1対4.9。ほとんどそういう比率で推

移しまして平成25年は、これはもうぴたりです

が５対５となっておりまして、実はこの傾向は、

昭和60年ぐらいにさかのぼりましても、ほぼ本

県は５対５というのを追ってきております。

全国的には、実は７対３でございまして、な

ぜ本県が５対５なのかということでございます

が、九州のほかの県を見ましても、実は九州も

同じような傾向でございまして、鹿児島とか佐

賀が5.4対4.6とか、やっぱり九州各県、どうし

ても職業系の学校の比率が高くなっております。

原因としましては生徒とか保護者の希望です

とか、あるいは保護者の経済状況ですとか、あ

るいは上級学校、大学とか専門学校の設置状況

ですとか、あるいは地理的な状況、都会から遠

いとか、さまざまな要因が考えられますが、ずっ

と本県の場合５対５という特徴を維持しながら

進んでいる。

この特徴が決して悪い特徴ではないと思って

おりまして、本県ならではの特徴でございまし

て、比率の高い職業系の学校が非常に頑張って

いる、生徒も充実感を感じておりまして、これ

はうまくいっているんではないかなというふう

に考えております。

右側の９ページをごらんいただきますと、そ

の産業教育の現状でございますが、今申し上げ

ました普職の比が５対５、これが大きな特徴で

ございますし、地域バランスを考慮しながら、

全県的に多様な産業系学科を配置していると書

いておりますが、これは各地にやはりそれぞれ

の学びを残す必要があるということで、総合性

専門高校、日南とか小林には少子化で学校がな

かなか存続が厳しい場合も、学びを残すために

総合性専門高校という形で農工商の学科を残す

とか、そういう工夫をしております。

また、実験・実習に特に重点を置いておりま

すし、特に専門高校におきまして部活動が盛ん

でございますし、資格取得、さまざまな資格も

取っております。就職内定率も比較的高いとい

う状況もございますし、実は大学等の上級学校

への合格実績も上がっております。専門高校科

が例えば推薦で国立大学に通ることも可能で、

約100名ぐらいの生徒が毎年、専門高校から国立

大学に行っているということで、就職も進学も

専門高校は非常に充実している状況がございま

す。

３番目、今度は課題でございますが、そうは

言いながら課題といたしましては社会が大きく

変化しておりますので、その変化に対応する専
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門的な教育をますます進めていかないといけま

せんし、２番目が基本的マナー、基礎学力、勤

労観、職業観、子供たちに力をつける必要がご

ざいますし、３番目が、企業が求める資質・能

力が多様化しますし、生徒の希望も多様化しま

すので、この多様化への対応ですとか、これま

で以上に家庭とか地域、産業界と連携しながら

一体となって、産業教育を推進する必要がある

というふうに考えております。

卒業後の状況につきまして、円グラフをごら

んください。まず、内側を見ていただきますと、

就職が57.0％。６割近くの子供が就職をしまし

て、進学が43.0％という状況で、詳しくはこの

外側の円でございますが、県内の企業に就職し

ますのが30.6％、県外企業が23％、公務員が3.5

％、大学が11.6％、短大が7.7％、専門学校等

が23.6％とこういう進学状況になっております。

次のページをお願いいたします。

企業等との連携でございますが、専門高校に

おきましてはさまざまな場面で、企業等の力を

お借りしながら教育を進めておりまして、①番

目は、産業教育振興会地区の連絡会議と申しま

して、県内６地区で企業の方々と意見交換をい

たしましたり、その場で生徒の研究発表を見て

いただいたりしております。

また②番目、職場見学とか先輩講話ですが、

これは企業のほうに子供たちが出向きまして、

さまざまなお話をいただいたり、③番目は、逆

に進路講演会、企業の方々に学校に来ていただ

いてお話を伺ったり、また④番目は、教職員対

象の研修を企業の方にしていただいたりしてお

ります。具体的に⑤番目、生徒対象の専門研修

としまして、それぞれ農、工、商、水産、家庭、

福祉に分けて、具体的に２つずつですが取り組

み例を挙げさせていただいております。

６番目でございますが、今度は逆に地域・産

業界のニーズを踏まえた取り組みということで、

これも専門高校の使命だと考えておりますので、

例えば最初の農業でございますが、フードビジ

ネスへの対応としまして、来年度から高鍋農業

高校にフードビジネス科を設置いたします。あ

るいは工業では、大淀川の水質検査が必要だと

いうことで、そういうことをいたしましたり、

商業ではＳＮＳを使いまして、地元24の店舗を

ＳＮＳで紹介いたしましたり、水産では、ウニ

の駆除とか植林活動、家庭では、地産地消を生

かした弁当の日を実施したり、福祉では、福祉

施設におけるボランティア活動を実施したりと

いうことで、地域のニーズにも応えていかなく

てはいけないというふうに考えております。

以上のように、地域の企業と連携をしながら

取り組みを推進しておりまして、今後ますます

充実していかなくてはならないと思っておりま

す。

教育委員会からの説明は、以上でございます。

○久松労働政策課長 それでは、「県立産業技術

専門校について」御説明をいたします。

委員会資料の11ページをごらんください。

１の設立目的でありますが、この専門校は、

職業能力開発促進法に基づく公共職業能力開発

施設で、技能者の養成を主な目的としておりま

す。

西都市の本校では、高等学校卒業者以上の方

を対象に２年間の訓練を、分校の高鍋校では、

中学校卒業者以上の方及び知的障がい者の方を

対象に１年間の訓練を実施しております。

次に、２の現状であります。まず、訓練生の

推移でありますが、西都本校では訓練科として

木造建築の技術等を習得する木造建築科、ビル

や橋梁などの金属製品の設計や製作にかかわる
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技術等を習得する構造物鉄鋼科、住宅やビルな

どの電気設備や給排水、空調等の建築設備にか

かわる技術を習得する電気設備科及び建築設備

科の４科があり、定員はそれぞれ20名となって

おります。入校者数は表のとおり全体として、

定員のおおむね９割、70名前後で推移をしてお

ります。

また、高鍋校でございますが、建築や塗装の

基礎を習得する建築科、塗装科及び知的障がい

者の方を対象とした販売実務科があり、定員は

合計で50名となっております。入校者数につき

ましては、表の記載のとおり少子化などにより

減少傾向にございます。

次に、修了生の進路でありますが、西都市の

本校での就職率は98％前後で推移する一方、高

鍋校では平成22年度から低下傾向となっており

ますが、卒業後も継続して就職支援を行ってお

りまして、多くの方は１年以内には就職をされ

ております。

最後に、３の訓練生や就職先の確保に向けた

取り組みであります。

訓練生の確保のため、職員が中学校や高等学

校等を訪問しＰＲを行うとともに、新聞、テレ

ビなどを積極的に活用し、訓練生の募集を行っ

ております。また、オープンキャンパスの開催

等を通じて専門校の魅力を発信しているところ

でございます。

次の、就職先の確保でありますが、企業ニー

ズに即して即戦力となる資格の取得を促進する

ことをしております。また、企業訪問による就

職先の開拓や、インターンシップの実施、関係

業界団体との定期的な意見交換による訓練ニー

ズの把握などを行っているところでございます。

労働政策課の説明は、以上でございます。

○向畑地域農業推進課長 地域農業推進課でご

ざいます。資料の12ページをお開きください。

「県立農業大学校について」御説明いたしま

す。

１にありますとおり農業大学校はすぐれた農

業経営者並びに地域農業のリーダー的指導者の

育成を目的に、幅広い研修を総合的に実施して

おります。

２の（１）にあります生徒数の推移ですが、

学科改変を行った平成22年度は若干増加いたし

ましたが、平成23年度以降は50名前後で推移し

ております。なお、入学者の大半は農業系の高

校からとなっております。

（２）の卒業後の進路でございますが、全体

の約半分が就農しておりまして、近年は県内の

農業法人への就農が増加しつつあります。その

他、県内各ＪＡ等の農業団体や農業関連企業へ

の就職等となっております。

３の学生確保への取り組みでございますけれ

ども、教育委員会と合同で就農を希望する農業

高校生を対象にした農業大学校や、先進農家で

の就農研修、県内の高校へ出向いての農業大学

校のＰＲをいたしますとともに、高鍋農業高校

との連携強化を行い、学生の確保に取り組んで

いるところでございます。

就農・就職へ向けた取り組みでございますが、

卒業後の就農を想定した実習中心のカリキュラ

ム構成、農業法人等との面接会の開催、就農コ

ーディネーターによる就農支援やハローワーク

を活用した進路指導支援を行いまして、積極的

に卒業後の就農・就職に向けた取り組みを行っ

ております。

また、最後にありますが、平成22年度の専修

学校化に伴いまして、卒業後に４年生大学への

編入が可能となっております。

今後とも県立農業大学校において、すぐれた
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農業経営者等の育成確保に取り組んでまいりた

いと考えております。

地域農業推進課からは、以上でございます。

○神田漁村振興課長 漁村振興課でございます。

資料の13ページのほうをごらんください。

「県立高等水産研修所の概要について」御説

明いたします。

初めに１の設立目的でございますが、当研修

所はすぐれた漁業就業者の養成及び漁業就業者

等の資質の向上並びに県民の皆様方への漁業に

対する意識の啓発を目的に研修を実施してござ

います。

次に、２の現状でございます。（１）の生徒数

の推移を表にお示ししておりますけれども、毎

年10名程度の入所者を受け入れまして、漁業に

就業するために必要な知識等の研修を行ってご

ざいます。

（２）の卒業後の進路でございますが、表の

一番左の欄の２段目に修業者と書いてございま

すが、一応卒業者という意味でございますけど

も、平成20年から24年までの５カ年間で、一番

右ですけども49名が卒業してございます。その

うちの43名が漁業に就業してございまして、そ

の多くは県内のカツオ、マグロ漁業についてご

ざいます。

続きまして３の生徒支援に係る取り組み等で

ございますが、（１）の研修生確保の取り組みに

つきましては、関係機関への御案内のほか、ホ

ームページによります研修生の募集や、職員に

よります県内中学校への個別訪問を実施してご

ざいます。

また、就業者確保のため、東京などの都市部

で開催されます「漁業就業支援フェア」に参加

いたしまして、当施設のＰＲや希望者の確保に

取り組んでいるところでございます。また、入

所の希望や漁業に興味を持つ子供たちを対象に、

当施設で研修内容や漁の生活を体験する機会も

提供しているところでございます。

（２）の就職先の確保につきましては、漁業

に就業したい方々の相談窓口でございます宮崎

県漁業就業者確保育成センターと連携いたしま

して、求人先と卒業生との適切なマッチングに

よります就業先の確保や、また職員が船主、漁

業組合など漁業現場を直接訪問しての就業先の

確保に努めているところでございます。

（３）の現場ニーズを踏まえた取り組み等に

つきましては、当研修所の卒業生は現場での、

いわゆる即戦力として期待されておりますので、

カリキュラムの中で当施設が所有しております

実習船による基礎的な漁業実習や、漁業調査船

「みやざき丸」での実践的な実習も行ってござ

います。

また、各種海技士などの資格や免許を取得さ

せ、将来、漁船の幹部候補生として活躍できる

人材の育成に取り組んでいるところでございま

す。

今後とも、高等水産研修所におきましては、

現場ニーズに即した優秀な漁業の担い手育成に

取り組んでいくこととしてございます。

漁村振興課は、以上でございます。

○西村委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がありましたら発言をお願いいた

します。

○清山委員 御説明ありがとうございました。

私、商工常任委員会にもいて、そこできょう来

ておられる地域雇用対策室長から、県内の産業、

それから雇用の状況について御説明を受けたん

ですけれども。

そのときに求人の状況と、あと就労者の状況

という２つの側面で見たときに、県内でも医療
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・福祉の分野で特に介護職あたりのアンマッチ

が著しくて、ほかの産業はおおむねたしか求人

よりも求職者のほうが上回っているような状況

で、求人という企業、労働者を求める側のニー

ズに就労希望者が達していないというようなア

ンマッチの状況が、そういう医療・福祉の分野

で見られたんですけれども。

ここに産業教育の課題として、産業社会の変

化に対応した専門的教育の内容についても、こ

れまで以上の取り組みを進めると書いているん

ですが、やはりどうしても例えば産業技術専門

校の訓練科の構成を見たりしても、建設の科目

だったり、ほかにしてもそうなんですが、これ

が悪いと言っているわけではないんですけれど

も、どうしてもその辺のフレキシビリティとい

うものが限界があるのかなあと感じる一方で、

この間説明にあった医療・福祉分野でなかなか

求人、施設企業側の求めに応じることができて

いない状況について、何かこれから産業教育で

こういうふうに取り組んでいこうとか、そうい

う何かお考えや取り組みはございますか。お伺

いしたいと思います。

○谷口学校政策課長 特に、高校の福祉関係で

ございますが、県内に福祉に関する学科を持っ

ておりますのが、日南振徳と小林秀峰と妻と※門

川と４つございまして、非常に設置率は宮崎県

は高い状況でございます。

しかも、介護福祉の国家試験を受けるために

実習等が非常に大変なんですけれども、よく各

校頑張っておりまして、合格率が全国が70.何％

に対して、本県の４校は89.何％と非常に高い合

格率で頑張っておりますので、そういう形で、

今後、福祉関係の子供たちを育んでいきたいと

思っております。

また、実際の就職に関しまして、実は本県の

高校生は医療・福祉に関しましては、就職希望

者37名に対して、ほぼ100％が希望どおり職につ

いておりますので、そういう現状もございます。

以上でございます。

○清山委員 最後の就職希望者のうち100％が就

職しているということですかね。確認で。

○谷口学校政策課長 昨年度でございますが、

医療・福祉関係37名希望いたしまして、36名が

決定しております。

○清山委員 求人に対して、就職希望者が全く

足りていない状況という話なので、就職希望者

にとってはかなり就職率が高くなるのは当然だ

と思うんですよね。ただ、全体の企業のニーズ

にまだまだ達していないという状況があるかと

思うんですけれども、先ほど御説明ありました

が、よりその分野においても、いろいろ取り組

みを充実させていただければなと思いました。

以上です。

○井本委員 今の話の続きではないんだけれど

も、要するに日本の第１次産業、第２次産業も

それこそ成長しきって、もう発展途上国が追い

ついてきておるわけですよね。そうすると我々

日本などの先進国は第３次産業に移行しなきゃ

いけない時代に来ているんだけれども、福祉な

どがそうですよね、第３次産業なんだけれども。

何せ、第２次産業の人間が余っているものだ

から、第３次産業に行こうとすると賃金が安い

のよね、労働の割には賃金が安い。そのような

ものだから、もうヘルパーの資格を持っている

人はたくさんいるんですよ。いるけども、要す

るに、みんなつきたくないというのは、重労働

で賃金が安いという。こういうふうになってし

まっているんですよ。

だから、これは構造的なもので、なかなかもっ

※17ページ、左段に発言訂正あり
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といい賃金は出せんのかと思うんだけど、やっ

ぱり需要と供給でいくから、なかなかその辺が

うまくかみ合っていないんじゃないかな。

例えばお年寄りに１時間面倒を見たら500円と

いうふうになっていますよね、ヘルパーさんに

出す。500円だけど本当は介護保険で10倍だか

ら5,000円の賃金を出しているわけですよ。5,000

円ですよ。１時間で5,000円の賃金を出す仕事な

んてめったにないんだけれども。ところが、500

円払って5,000円出しているんだけれども、じゃ、

その働いている人にどのくらいいくかというと、

五、六百円くらいしかいっていないわけですね。

そうなると、あと四千何百円は全部、派遣をし

ている事業者のほうに結局入ってしまっている

ということですわ、現実は。

それが、もうかるものだから、もうそれこそ

今までそんなことをやったことのない建設業者

やら不動産会社やらがわんさか入ってしまって

ですよ、本当に満足なサービスの提供をしてい

ないというような状況になっている。この辺は

今後時間を待たなければしょうがないのかなあ

と私は思っているんだけれども、そのような状

況があるんじゃないかと私は思うんですよね。

それから、話はちょっと別の話ですが、キャ

リア教育の必要性と書いてあります３ページで

すが、若年労働者というのが、それが仕事につ

いてないのが60万人と書いてあって、しかも不

正規に若い人たちが仕事についているという現

状があるものだから、それをキャリア教育と結

びつけたのはいいんだけれど、本当にキャリア

教育をやればそれが解消するんですかというと、

恐らく「うん」とあなたも首をかしげるんじゃ

ないかと思うんですよね。

これは、もう本当に日本の経済の構造的なも

のだろうという気がするんですよ。どうしても

今言ったように、第２次産業はどうしたって中

国やらベトナムやらカンボジアに全部持ってい

かれているわけですから、そうすると結局、第

３次産業あるいは第２次産業であっても非常に

高度な技術の先進的なものでしか、日本は食っ

ていけない状況になってきているわけで、これ

はしようがない。

だから、その辺をやっぱりもう一回よく見つ

めて、そういう人材を育てる。例えばそこの学

校教育に求められている姿の中にもちろんいい

ことは書いてあるんですが、ヨーロッパも同じ

ような状況なんですよ、日本などと。発展途上

国が追いついて、アメリカもそうです。アジア

などが追いついてしようがない。そうすると発

展途上国に出て行って、そしてそこで稼いでく

るというか、そういうたくましい人材を一生懸

命育てているんですね。

そういう、ここにもう一言、たくましいとい

うね、世界に出て行って稼いでくる。たくまし

いというか、そういう教育もやっぱり考えなきゃ

いけないのじゃないのかと、私の考えなんだけ

れども、そういう気がするんだけれどね。どう

でしょうね。

○谷口学校政策課長 今おっしゃられましたよ

うに、海外に出て行くという観点で申し上げま

すと、やはり日本の高校生全体が留学の率も非

常に下がっておりますし、人口が少ない韓国の

ほうが多いと留学している子供が。

そういうことがありまして、グローバル人材

育成しなくちゃいけないと委員も言っておりま

すので、本県としましてもそういうグローバル

な人材を育成するために、いろんな教育を進め

ていきたいと、その必要があるというふうに考

えております。

○井本委員 だから、ぜひとも、今本当に、日
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本から外に出て行くのがちょっと縮こまってし

まっているからね。やっぱり外に出て行って、

たくましく日本を引っ張っていくような人材を

育ててもらえたらなと思うんです。

それと、もう一つ産業教育が５対５というの

は、なかなかキャリア教育としては、本当はお

くれていたんだろうけれども、結局おくれてい

たのが振り返って見たら一番進んでいたという

形になっているんじゃないかと思って、これは

これでいいんだけれど。

また本当は、これはこれでまだ私は高いんじゃ

ないかと思う。先進ヨーロッパでは、大学に行

くのはせいぜい30％ぐらいだと聞いているんで

す。だから、その辺がまだまだ大学に行けば何

とかなるんじゃないかという発想があるんじゃ

ないのかと思うんです。

その辺のことも、それは当然大学行ったって

仕事はないよ、それはもうキャリア教育でしっ

かりしなきゃいけないよということになれば、

自然にそっちのほうにいくのは、そういう時の

流れの今途中かなという気もしているんですけ

れどね。大学に行きさえすれば仕事はあるよと

いう、そういうことは言ってはないだろうと思

いますけれど、そういうことが、私はこれでも

まだまだ高いんじゃないかなあという気がして

いるんですけど、私の感想です。

○西村委員長 答弁求めますか。

○谷口学校政策課長 実は普通科高校、半分ほ

どありますが、その普通科高校の子供たちが本

当に目的を持って大学に行っているかといいま

すと、実は就職のほうでは離職率が大変話題に

なっておりますが、大学に行きましても留年率

が12％ぐらいの子供は大学で留年するとか、目

的がないまま行っている子供たちが確かにやっ

ぱり今はいるという状況もございますので、やっ

ぱりその大学に行った後の社会で、自分がどう

するかという思いはしっかり持って大学に進学

させていかないといけないというふうに思って

いるところです。

○西村委員長 ほかにはないでしょうか。

○太田委員 私も井本委員の話を聞いていて、

共通したところもあるかもしれませんが、資料

の５ページに、概念図というのがありますけれ

ど、特に中学校のところの白い枠の中に「自己

肯定感」、「自己有用感を獲得」するという。こ

れは私は、俺はみんなからいい意味で認められ

て本当にいい仕事をしているんだとか、例えば

何かそういう自己、自分を肯定できるものを、

例えば中学校、高校、大学それぞれ社会に入る

まで持っていくことができるというのは、非常

に人間としても幸せなことだと思うんですよね。

どういう職についたとしても、何かみんなか

らいい意味でほのぼのと尊敬されているとか、

何かそんなことを感じるような仕事が。私も今、

実はいろんな相談を受けるんですが、先ほど井

本委員が言われたような福祉の現場で、労災事

故なんだけど、社長がそれを認めないというよ

うなことでトラブルを起こしている現実の職場

があるわけですね。

そういう人たちの話を聞くと、例えば看護師

さんとかの職場の中でも、仲間同士のいじめと

か、自分の技術を後輩に伝授するときに、「それ

はさっき教えたでしょう」というような冷たい

言葉で終わらせていく。すると若い子が、ずきっ

ときたり、もしくはコンピューターにも触った

ことのない少し年配の人が逆にぎゃふんと言わ

されるような、そんな世の中がどうもだんだん

出てきているような気がして、学校では一生懸

命理想的な、本当にこういう方針なんだけど、

受け入れる社会のほうが何かちょっと冷たく
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なっているなあというのが、もう今の私、子供

たちを見てかわいそうだなという思いもあるも

ので、恐らく先生方も現実の社会を見ながら、

どう子供たちを社会に送り出していくのかとい

うことについては、大きな悩みを恐らく持って

おられるのかなと思って。井本委員が言われた

ような、何かもう少し世の中が子供たちを受け

入れる、卒業生を受け入れていくことにやわら

かい暖かいものとかあるといいなあというのが

ちょっと私も感じるところなんです。

もう一つごめんなさい。例えて言えば、延岡

に福祉大学というのがありますが、作業療法士

として４年制大学に行って、そして職場実習に

行ったところ、鹿児島でしたか。具体的には余

り言いませんが、行った先で職場実習を受けた

んだけれども、あなたの質問の仕方は悪いとい

うことで職場実習の資格がもらえなかったとい

うか、４年生の学問としては卒業できるんだけ

ど、職場実習の資格が取れなくて留年なんです

よね、大学を。留年となると150万円とか200万

円とか新たな出費なんです。

例えば大学側が受け入れた学校側にそんなこ

とはしないでほしいと、できるだけ指導はして

いく、悪いところがあれば指導してほしいとい

うことを言ってもらえませんかと保護者のほう

が言ったところ、受け入れ先もあんまりないも

のだから、受け入れるところが、限られている

ものだから、なかなか学校としても言えないん

ですよねということがちょっとあったりもする

ようでした。

ですから、その辺がうまく何かそんな社会で

あってはいけないよね、せっかく燃えて社会に

入ろうとする人たちを。もう３年間留年してい

るんですけどね、その子はね。なかなか点数が

後で取れずに。そういうことで、何かそういう

ところの解決を図ってほしいなということを感

じるところですけれどね。これは所感になりま

すけれど、せっかく一生懸命理想に燃えて現場

でやっておられるんだけれど、うまく社会が受

け入れてくれないところがあるかなと思ったり。

ちょっと、そのようなところは私たちの仕事か

なと思ったりもしますけれどね。

○谷口学校政策課長 社会の受け入れ等の話で

ございましたが、例えば離職もふえているわけ

ですけれども、実はその二、三日前の新聞にも

載っておりましたけど、企業側の教育がなかな

か以前ほどできないと。

特に中小企業におきまして、やはり時間が、

非正規の職員がふえておりますので、正規労働

者の働く時間がふえて、なかなか企業内の教育

をする時間もないし、経費もないし、あるいは

途中でやめていくということで、本気でなかな

か教育もできないという中小企業の中でも教育

力も下がっているというような指摘もございま

して。

そのような中でもしっかりした子供たちを送

り出さなきゃいけないということで、先ほど自

己肯定感という話がございましたが、今回のキャ

リア教育の中の一つのキーワードが「役割」と、

自分の役割を果たすと、そのことによって自分

が自信を持って、人の役に立ってるので自分が

好きになると、そういうこともキーワードでご

ざいますので、そういう経験をさせながら、そ

ういう気持ちを持ってしっかりした子供たちを

送っていきたいというふうに考えております。

○太田委員 もう一つ言わせてもらうと、先ほ

ど言われた非正規がもう４割近くになりました。

だから、そのところの問題もお互いにそれを感

じているところなんですが、私は宮崎の高校の

校長先生から話を聞いたときに、その高校は普
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通科高校でしたか。ごめんなさい、ランクとい

うか序列とか考えると、進学などに意欲的に燃

えた子供たちが集まる学校ではない。しかし、

その校長先生の言葉によると「この子たちは少

年時代もしくは小学校、中学校時代にあるつま

ずきを持った子供たちが多い、そのつまずきを

どうにか変えてあげて、それぞれのあなたにも

いいとこがあるんだよ、個性があるんだよとい

うことを一生懸命私たちは教えていきます」と

いうことを聞いたときに、ああ、なかなかいい

言葉だなと思って、本当に希望なく高校に入っ

てきたりする心のどこかにつまずきを持った子

がいるかもしれないけれど、それが何かうまく

話して克服してあげると、ぐっと伸びるんだよ

ということを言われたときに、本当にそういう

ことで一生懸命頑張っているのに、何かもっと

やわらかく社会に受け入れてほしいなというの

は感じるもんですから、そういう井本委員の意

見も聞きながら感じさせてもらいました。

○渡辺委員 まず、教育委員会にお伺いします

が、先ほど宮崎の特徴として普通科と職業科の

割合が５対５と、それは就職率の宮崎の事情等

を含めて何となくはわかるんですけれども、例

えば入試の時点での競争倍率というか、中学生

のお子さんたちの希望の実態とか、もしくは中

学２年生か３年生かわかりませんが、実際の出

願の前に中学校等でも希望調査等をされている

んだろうと想像しますが、その際にも、実際に

普通科高校５割、職業系の学校が５割という、

教育委員会はこれが特徴で合致しているものと

いうふうにおっしゃいましたけれども、中学生

のお子さんたちの希望ともその辺の数値を見た

ときに、合致しているものになっているのかと

いうのはいかがなんでしょうか。

○谷口学校政策課長 中学生の希望状況につき

ましては、数年に一度ですけれども、実際にとっ

ておりまして、平成21年に中学校３年生を対象

に７月ごろにアンケート調査いたしました。

その結果、普職の比率の希望率が5.4対4.6で

ございまして、普通科が5.4、職業系が4.6とほ

ぼ５対５に近い。それが７月ごろですので、い

ざ実際入試を受ける段階になりますと、定員等

もあって若干変わるんでしょうけれど、希望と

してもやはり大体５対５という状況でございま

す。

○渡辺委員 済みません。ちょっとお話を変え

ますが、県立産業技術専門校それから農業大学

校、高等水産研究所、それぞれ専門性のある分

野と思いますが、大体、中卒で入る方はちょっ

と別にして、高卒で入る方々というのは例えば

産業技術専門校のこの各科目であれば、工業高

校を卒業して、さらなるもう少し専門性の高い

ものを学ぶようなことを意識しているのか、そ

れとも普通科からこういうところに入って基本

みたいなところから学ばれるのか、農業大学校

の場合は大体農業高校出身の方というお話に

なっていますけれど、その辺はいかがなんでしょ

うか。

○久松労働政策課長 一概に工業高校が多いと

いうことはございませんで、ちょっと比率が今

手元に数字がございませんけれども、工業高校

が大半であるということではありませんで、い

ろんな農業高校もございますし、他の一般の高

校からの入学もありますので、ちょっとイメー

ジとして工業高校が多いというのが、今一般的

なイメージだとは思いますけども、実態上はそ

ういうことではございません。ちょっと数字は

後で申します。

○向畑地域農業推進課長 農業大学校の場合で

すけれども、先ほど申しましたが農業系の高校
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から大体８割来ていらっしゃいます。それ以外

にも普通科とか商業科等からも入学していらっ

しゃる、そういった状況でございます。

○谷口学校政策課長 ちょっと補足ということ

で言わせていただきますが、先ほど中学生の希

望5.4対4.6、実は５対５と申し上げますのは公

立の場合でございまして、県内には私立の高校

もございますので、実は公立・私立合わせます

と現状が5.5対4.5という現状でございますので、

私立は要するに普通科系のほうが多いという状

況でございますので、それを足しますと5.5対4.5

ぐらいですので、先ほど申し上げました中学生

の希望とほぼ一致しているという状況にはござ

います。

あと一点申しわけございません、訂正をさせ

ていただきます。最初に福祉について御質問が

ありましたときに、福祉の学科を設置しており

ますのは、日南振徳高校と小林秀峰高校と妻高

校でございまして、門川高校は総合学科の中で

福祉系の系列があるということでございます。

申しわけありません。

○神田漁村振興課長 高等水産研修所の件です

けれども、表にございますように専攻科で高卒

程度という形になってございます。この高卒程

度につきましては、もう漁師になりたいという

考え方で来てございます。

それで半年間、いわゆるその漁師になるため

の資格を取ったり、そういうカリキュラムの中

でやっております。したがいまして、どういう

高校から来るということではなくって、いろん

なパターンで来ているということでお考えいた

だければと思います。

○渡辺委員 いろんな事情があるんだと思いま

すけど、意見にとどめますけれども、先ほど県

内の高校の定数の比率を考えたときにも、宮崎

の就職率の高さのところと地方都市としての実

態の面で、すぐに産業界で働ける方々の育成が

重要だという考えのもとでこの定数の比率のこ

ともあるんだと思うんです。

そう考えると高等教育機関というか、さらに

専門性を磨くというのが宮崎県内には少ないと

いう現実を考えれば、今お話があったような後

半のほうの、所管は教育委員会ではないそれぞ

れの部局だと思いますけれども、そういう学校

の充実をより図るというのも、そことキャリア

教育とが直結する部分ではないのかなという、

さまざまな事情で人数見る限り定数も割れてい

たりというのもあるようではありますけれども、

重要じゃないのかなというのを意見として言わ

せていただきたいのと、もう一点いいですか。

○西村委員長 はい、どうぞ。

○渡辺委員 県立農業大学校ですが、定員は資

料にありませんけれども、それぞれ定員はどう

なっていて、今、定数割れの状況にあるのは、

そこはいかがでしょうか。

○山内県立農業大学校長 定員につきましては、

３学科で65名でありまして、学科別でいきます

と、アグリビジネス学科が15名、園芸・畜産が

それぞれ25名という形になってございます。そ

ういった意味では50名ということで、充足率で

いきますと77％というような状況でございます。

○渡辺委員 ちょっともう一点お伺いしたいん

ですが、設立目的のところを読むと、「すぐれた

農業経営者並びに地域農業のリーダー的指導者

の育成」というふうにありますけれども、卒業

後の実態を見たときに農業団体であったり、農

業関連企業と、ここも、もちろん農業にかかわっ

ているという意味で、宮崎県の農業の状況の向

上には資するところだというのは理解をできま

すが、例えば学校の本来の目的というのは、実
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践的な農業従事者を育成するというところに学

校としてのポイントがあるのか、それとも時代

状況の変化の中で、今こういうふうに農業従事

者でなくても農業関連のところに就職をしてい

く方々の比率がふえていっても、それはそれと

して学校としてはそもそもの目的を果たしてい

るというふうに理解をしていいものかどうかと

いうのを、ちょっと御説明を。

○山内県立農業大学校長 もともと農業大学校

の設置につきましては、法律根拠でいきますと

「農業改良助長法」の農業者研究教育施設とい

うような位置づけでございまして、本校も基本

的に目指しておりますが、就農に自信と誇りの

持てる学校づくりというのが基本にあるという

ふうに考えております。

ただ、本校の歴史等をいきますと、現在の農

業大学校の体系になる前には、いわゆる講習所

といったような形で農業指導者の育成課程もご

ざいました。そういったような流れで本校への

志願者というのも、いわゆる就農を目指すもの、

あるいは農業関連の指導者を目指すものという

ような形で入ってきてございます。

そういった意味で、卒業後の進路等が４割か

ら５割が就農という形でございますが、ただ、

最近の特徴といたしまして法人への就職・就農

という形態がニーズもありますけれども伸びて

きてございます。ちなみに24年は就農で22名中14

名が農業法人への就農ということで、やはり今

後の農業構造とかの将来像を考えた場合、こう

いったルートの確保というのも必要ではないか

なと思います。

そういった意味で、ただ冒頭に申し上げまし

たように、本校の役割として就農に自信と誇り

を持てる学校づくりという目標は、やはり一番

最初に唱えるべきでございまして、就農率の向

上というのは、鋭意精力的に図っていきたいと

いうふうに考えてございます。

○西村委員長 ほかにないでしょうか。

○河野委員 キャリア教育で中学校に限定して

ちょっと幾つかお聞きしたいと思うんですが。

まず、中学校においてキャリア教育を中心的に

やられる方は誰になるんでしょうか。

○谷口学校政策課長 中学校におきましては、

キャリア教育の推進委員を設置するのをお願い

はしているところですが、市町村の御判断でご

ざいますので、進路を担当されている先生方等

が中心になってキャリア教育を推進していくと

いうことだと思っております。

○河野委員 キャリア教育のイに必要な能力が

列挙されているんですが、実は、この担当する

先生方にこの能力を指導する力があるのかとい

うのがちょっと課題になって、いろいろあった

と思うんですけど、今それはどのように見直さ

れて、力をつけるために先生方にどういうふう

な支援を行っておるのか、もしありましたら。

○谷口学校政策課長 ４ページにございます４

つの力をつけさせるために、今おっしゃいまし

たようにキャリア教育を推進している教員１人

では、もうとても無理だということで、実はま

ず学校全体がキャリア教育の視点で学校がやっ

ていること全てをもう一回見直しまして、例え

ばこの４つの力がございますが、例えば最初の

コミュニケーション能力に関しましては、これ

は特別活動の時間でももちろん図れますし、例

えば関係のない数学の時間でもチームで考えさ

せるとか、あるいはほかの教科もそうですけれ

ど、各教科でもコミュニケーション能力を図る

ことができますし、あるいは課題対応能力、課

題発見といいますのは総合的な学習の時間でも

力をつけることができると。
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全ての学校教育活動をキャリア教育の視点で

見直しまして、全体計画というのをもう学校全

体、管理職が中心になって見直しまして、それ

をもとに今度は指導計画。じゃ、具体的にどん

なふうにやっていくかということを、全職員が

キャリア教育を推進する推進方策を理解して、

全職員で進めていくというふうなことで進んで

いかなくては、おっしゃいますように１人の先

生がリードするということでも無理だろうと

思っていますので、そういう形で進めていきた

いというふうに考えております。

○河野委員 中学校の活動の中に出前講座とい

うのがございますが、よければちょっと実例と

いうんでしょうか、実践例を。

○谷口学校政策課長 企業の方とか、あるいは

保護者自身がもう職業人ですので、学校に参り

まして、いろんな職業に関する講話をしていた

だいたりしているという状況は各学校ともござ

います。

○河野委員 最後です。先日、宮崎若者サポー

トステーション主催の会合がありまして、それ

に高原中の鈴木教頭先生が講師として見えられ

て、講座をお聞きしたんですけれど、非常に高

いというか、あの講座を聞けば、中学生でもや

はり仕事に対して意識を高く持てるのかなとい

うことで、結局、以前、私が受けていた印象に

比べると、非常に先生方のそのキャリア教育に

対してのレベルが高くなったなということで、

やっぱりそういう取り組みを、教育委員会中心

にされているのかなという観点で確認をさせて

いただきました。非常に感動する講座でした。

以上です。

○谷口学校政策課長 ありがとうございました。

新聞にも載っておりまして、各学校とも先ほど

申しましたキャリア教育フォーラムを実施いた

しますし、各地区ごとに小中高でそれぞれ連携

会議をしましたり、各学校はこのキャリア教育

に関しまして充実しなければいけないという機

運を今つくっているところでございまして、今

おっしゃっていただけた高原中の事例とか紹介

しながら、ますます進めていきたいというふう

に考えております。

○西村委員長 ほかにはないでしょうか。

○二見委員 この３ページの本県のキャリア教

育の現状というところで、ガイドラインの概要

の説明があるんですけれど、これっていうのは、

一つまず、この背景、若者無業者数60万人とい

うのは全国的な傾向ですよね。だから全国的な

傾向がここに載っていると思うんですけれども、

宮崎県としてもやっぱり独自の課題というか、

そういったものの背景というのはどんなものな

のかという、まず一点お伺いしたんですけれど。

○谷口学校政策課長 全国六十二、三万人いる

わけですが、実は宮崎県では三千二、三百人お

りまして、その問題と離職率の問題。実は宮崎

県３カ年以内に高校を出た後就職して辞める率

が41％ぐらい平成21年度にございまして、全国

が35.何％で、若干離職率が高いという課題もご

ざいます。ですから、そういう課題を克服して

いくことが必要だというふうに思っておるとこ

ろでございます。

○二見委員 それと、イのところのいろんな勤

労観とか職業観の未熟さというような課題もあ

ると書いてありますけれども、その次の基礎的

能力の発達のおくれというのは、この基礎的能

力というのは何ですか。

○谷口学校政策課長 企業側が一番求めている

力の第一が「コミュニケーション能力」、コミュ

ニケーション能力ですとか主体性とかそういう

ものを企業が求めておりまして、今の子供たち
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にはそれが足りないということでございます。

○二見委員 そうですね。コミュニケーション

の基本的なところだと思うんですけれども、こ

れは去年も教育長に質問させてもらいましたけ

れど、やっぱり挨拶というのが一番基本だと思

うんですね。だから、できることならば、県の

教育委員会として、全体として、挨拶はみんな

できちっとするというような大きな方針を出す

というのはいかがなんですか。できないもんな

のでしょうか、教育長。

○飛田教育長 おっしゃるとおりでありまして、

ここに「第２次振興基本計画」を持ってきてい

るんですが、この達成目標の一丁目一番地に、

「あいさつができる子ども日本一」というのを

うたっております。本当に同じ問題意識を持っ

ています。

キャリア教育の考え方というのは、究極的な

ゴールというのは要するに社会人とか企業人と

して、地域人として一人前の子供を育てたいと

いう思いなんです。ということは、一人前になっ

たら、大人になったら一人前というだけじゃな

くて、小学生には小学生の一人前を要求する。

挨拶をちゃんとするとか、掃除をするとか、申

し上げれば、掃除とか運動会とか修学旅行とい

うものは、やっぱりコミュニケーションとか、

あるいは係活動のワークショップです。

こういう場をどうやって有効に使っていくか

ということを、教師、あるいは親あるいは地域

がどう意識していくか、あるいは産業界とか地

域を巻き込むという話もありますが、例えば産

業界にとっても離職をするということは非常に

マイナスですね。じゃ、一緒に来て育ててくだ

さいよと、地域にとっても、変な言い方ですが、

魚の鮭が何でもとの川に帰ってくるかというと、

そこはきちっと自分の子育てができるという確

信を子供のときに持っているからだと思うんで

す。

それは、幼児体験あるいは幼少期の体験とし

て我が町はすばらしいとか、我が町の地域はす

ばらしいということは宮崎県を変えていくこと

につながる。そういうことをみんなが意識して

いく、学校もそうだけれども、保護者もそうだ

し、地域もそうだし、企業もそうだし、そうい

う大きなムーブメントを起こしていって、それ

をみんなが支持していくようなことをしていく

というのが一番大事ではないかと思います。

以上です。

○二見委員 基本計画の中で「あいさつできる

子ども日本一」というのであれば、その前提と

して宮崎県の先生方は日本一の挨拶ができる人

たちだというのが、まず先じゃないのかなとい

うふうに思うんですね。それは大事だというふ

うに思っております。

それと、今回のこの中身を見て思ったんです

けれど、そういう基本的なところというのは、

小学校からというよりは、その前の段階が大事

じゃないかなと思いますが。そこのところは、

いわゆる幼児教育の部分が今回はちょっとな

かったもので、そこ辺のところはどのようにお

考えなのかなと。

もちろん県のほうでは、こども政策課のほう

がやっていらっしゃるんでしょうけれども、や

はり幼児教育、４歳、５歳、６歳ぐらいですね、

小学校は７歳からですから。本当に子供が言葉

を覚え始めるのは１歳か２歳ぐらい、それぐら

いからもう言葉を話し始めるわけなんで、そう

いった挨拶なり、基本的なことというのは、やっ

ぱり幼児教育の時期が一番大事だと思うんです

が、そこ辺の取り組みをどのようにお考えになっ

ているのか、お聞かせいただければ。
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○谷口学校政策課長 おっしゃいますように幼

児教育から大学を出ても働いていない人が全て

にわたるものがキャリア教育でございますので、

特に、幼児教育に関しては、親をどう指導する

かということが一番大切だろうと思っておりま

して、県としましても、親学びということで親

のいろんな指導をしておりますし、親の方々で

なかなかいろんなこちらが研修の機会を設けて

も来ない親御さんも多いので、例えば就学時健

診のときに出向いて行って、やはり教育の大切

さですとか、幼児教育、そういうことをまた指

導したり啓発したりとかいうこともやっている

ところでございます。

○二見委員 熊本に先日、視察で行かせていた

だいたときに、あそこは我が家の10カ条とかい

うチラシをつくって、９カ条は教育のほうでつ

くって、最後の１カ条は各家庭でつくってくだ

さいというようなのがあったんですんですね。

あれもうすごいなと思ったんです。実際やって

いるかやっていないかはその家庭家庭ではわか

らないんですが、ただ、そういったものをどん

どん、毎回毎回、投げかけるということを、そ

れがやっぱり、積み重なることによって風土と

いうものはできてくるんじゃないのかなと思う

んです。そこ辺の御検討もいただければなとい

うふうに思っております。

以上です。

○西村委員長 ほかに。

○押川委員 １ページなんですけれど、この「学

校数・児童生徒数の推移」を見たときに、まさ

しくこの少子化というものがもう歴然としてい

るなというふうに思います。

そういう中で、この小学校が17校ほど平成25

年では学校が減っていると。中学校においては、

そうないわけでありますが、高等学校において

はもうマイナス６ということで、今後５年間先

を見られても、相当のこの現象になってくるの

かなという中で、県の教育委員会としては、こ

の高等学校の普通科、あるいは産業高校のあり

方、ここの検討があるのなら、ちょっと教えて

いただきたいと思いますけど。

○谷口学校政策課長 今後につきましては、先

ほど申し上げましたが少子化の率としては緩や

かになっておりますが、今後とも続きますので、

実はこれまでの再編はどちらかといいますと同

じ地区内、小林なら小林、日南なら日南、で、

再編が済んだと。だんだんそれがもう限界に近

づいておりまして、今後は緩やかな少子化の中

で、どう高校の学びを残していくかということ

に関しましては、これから検討しなくてはなら

ないと思っていますし、実は現在、教育整備計

画というのが25、26、27年度前期計画というの

を出しておりますが、また来年度に向けて、今

度は中期計画を、その後は後期計画に向けてど

んなふうに高校生、その学びを残していって、

県民のニーズに応えるかということを検討して

まいりたいというふうに考えております。

○押川委員 そういう中で先ほど普通科系と産

業系、５対５ということでありましたけれども、

この中で県立の普通科高校に行かれて、大学進

学率と就職、あるいは専門学校というのがあっ

たんですが、この中で普通科高校というのは、

もともと大学、高等教育を受けさせるのか専門

学校に行かせるのか、就職なのかということを、

どこのあたりでそういう中学校から進学すると

きにそういうことにするのか、あるいは小学校

の高学年あたりぐらいから親子、学校でそうい

う協議というか話し合いというか、こういった

ことはどのあたりにウエートを置かれて、そう

いう進路にその子たちが向かう方向の話し合い
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とか、そういうようなものを一番皆さん方がこ

の子にとってこの時期というのはあるんでしょ

うか。もう中学３年の進路を決める時点なのか、

中学校に入ったときなのか、先ほどからいう小

学校の高学年なのか、そういった見きわめとい

うのは学校ではどのような指導なり計画なりを

やっていらっしゃるのか、もしあればちょっと

聞かせてください。

○谷口学校政策課長 非常に難しい問題だと

思っておりますが、やはり小学校の時点からそ

ういう将来何になりたいとかいうものがあれば、

それは中学・高校間違いのない道を進んでいく

わけですが、なかなかそうはまいりませんので、

やはり中学校二、三年の時点で、じゃ、高校ど

うするかというときに、実はある程度自分なり

に、あるいは保護者の思いがはっきりしてきま

すと、専門高校、自分は工業で学んでいきたい

と、はっきり出てくるわけですが、普通科を希

望する子供の場合、大学に進学して頑張ろうと

いうしっかり目標を持っている子供もいれば、

専門高校、どの学科にすると選べなくて、よく

わからないから普通科にいこうという子供もお

りますので、なかなか難しいと思いますけれど

も、できるだけ早い時期に保護者も一緒になっ

て、将来の目標を決めていくことが大切だろう

とは思っております。

○押川委員 ３ページにありますように、先ほ

どからいろいろ質疑が出ているんですが、３割

が非正規ということになっているわけですね。

で、ここらあたりは、しっかりそういったもの

が自分の中にないものですから、どこでもあれ

ば就職をすると、就職してみたけれどもなかな

か正規になれない。あるいはフリーター、ニー

トになってしまうということに、やっぱりつな

がっていく傾向というのがあるんじゃないかと

気がするんですよね。

だから、しっかりこの中で、もしわかればで

すけども、大学に行かれて大学で自分の希望す

る職業につけた人、あるいは自分はこうだった

んだけどれも、そういう普通科を卒業したけれ

ども、希望する就職がなかったと。しかしどこ

かにやっぱり行ったという。それからこの産業

校の中で、自分はもう高校からしっかり自分の

やりたい仕事等をしながら、産業の学びやで学

んだから、もう就職して自分が行きたいとこに

就職できた。そういったそのアンケートとかそ

ういうデータとか、そういうのは学校ごとにとっ

てはないんでしょうか。

そういったものをとっていくと、ある程度こ

ういう姿というのが見えてくる。そして見えて

きたことに対して、キャリア教育をしっかりこ

うやっていけば、そういったものがその子に身

につくとか、将来、進路がそんなに間違わない

というものになってくるのかなとちょっと気が

したものですから、そういった学校ごとのデー

タがとってあるのかないのか、ちょっと教えて

ください。

○谷口学校政策課長 実は全県立学校におきま

して入学時点で、その高校に入ってきた理由を、

どういう理由で入ってきたかというようなアン

ケート調査も実施しておりまして、実は卒業す

る前の時点でも、そこの高校に入ってよかった

かというようなアンケートもしておりまして、

そういうアンケート調査もまた分析しながら、

今おっしゃっていただきましたように、社会の

状況も含めまして、子供たちにそういう状況を

しっかり教えていかなくちゃいけないというふ

うに思います。

○押川委員 大事なのは、私は中学校の進路の

ときにしっかり親と子、親の希望だけで子供が
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行きたくないようなところにも行かされるとか、

行けとかいうようなこと。で、しっかりやっぱ

り先生方がその子を３年間見られた中で、この

子に合った進路というのは確かに「こうだよ」

ということでおっしゃられるとは思うんですけ

れども、親子、先生そこあたりのしっかりした

話し合い、そういったものができているのかな

という気がするんです。

そういうものがしっかりしておれば、高校に

行ってもある程度の潰しはきくと思うんですよ

ね。やはり努力すれば何とかなるかもしれない、

努力してもどうにもならないというのも、どこ

かにやっぱり出てくるのかなという気がするも

んですから。

こういう少子化の中で、我々が普通考えれば

社会構造がこうなってきたからもう仕方ないと

言えばそれで終わりなんですけれども、少なく

なってきているわけだから、働く場所というの

は多くあってもいいなというのは誰が見てもあ

るんですけれども、それがやっぱりないという

ことの現状は、やはり少子化の中でも就職はな

いんだということをしっかり子供たちに教えて

おくということが、進路に結びつくことじゃな

いのかなという気がするんです。

だからそこを間違うと、将来やっぱり自分が

思っていたものじゃないからもう頑張りようが

ない、あるいはそこで脱落してしまう、そういっ

たことになるのかなということがあるものです

から、プロである先生方は子供さんを見ればしっ

かりその子の状況というのは一番わかってい

らっしゃると思います。能力から性格から人間

性から。やっぱりそういうことを、その子に合っ

たものでしっかりやっていただければいいのか

なと思います。

生徒数はだんだん少なくなってくるわけです

から、先生方は確かにいろんなものを見なくちゃ

いけないかもしれないけれども、ある意味では

プロの目として、やっぱりそういうことをしっ

かり教育現場の中でやってもらう。そして、親

は親なりに自分の子をしっかり見る。子供が親

なり先生方に相談をする。そういう環境づくり、

そういったものができてくると、ある程度いい

のかなという気がするんですけれど、それはど

んなでしょうか。

○谷口学校政策課長 おっしゃいますように私

たち教師はプロということで、子供たちの適性

を見ないといけないわけですが、実は私も教師

をしておりまして、なかなか学校の一面だけで

その子の本当の適正な能力を見きわめることは

できない部分がございます。やはり保護者の方

が一番わかっていらっしゃると思うんです。

ですからおっしゃっていただきましたように、

保護者と連携しながらということで、例えば中

学校におきましては、夏休みとか12月の段階で

三者面談で学校と一緒に話をしますし、実は高

校をわかってもらうために、今、オープンスク

ール、高校で中学生を集めてオープンスクール

をしますが、そのときに保護者も来てください

と、あるいは高校の職員が中学校に出向いて行っ

て、各高校の特徴を説明をしますけれど、そこ

へ保護者も来ていただいたり、保護者の方々も

巻き込んで高校の状況とかわかっていただいて、

一緒に考えていただくというようなことを進め

ていきたいというふうに思っております。

○押川委員 クラブ活動、いろんな大会があり

ますよね。小学校から、今、高等学校までいろ

んな大会に親が出て行く機会というのは物すご

く多く感じておるんです。学校行事に親が来る

比率というようなものは学校現場にはあるんで

しょうか。スポーツとかそういうもの以外で、
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学校行事に親が参加する確率とか比率そういっ

たもの。

○谷口学校政策課長 実は学校によって違うん

じゃないかと思いますが、私が昨年度おりまし

た学校で申し上げますと、非常に親の意識が高

くていろんな学校行事に関して、文化祭に関し

ましても、例えば講演会をすると、生徒向けの

「進学講演会をします」と保護者に案内を出し

ますと来ていただいたりとか。結構、関心が高

まっていますが、各学校によって違うんじゃな

いかと思います。

○押川委員 子供の成長を願わない親はないわ

けですから、やはり親が家庭がしっかりするこ

とが大事だということは、もう念頭に置きなが

ら、我々もしっかり自分の子は自分でやっぱり

育てるという信念の中で、プラス先生方のいろ

んなアドバイスというのが大事だろうというこ

とは我々もわかっておりますので、今後、いろ

んな形の中でそれぞれ学校現場を中心として、

先生方のいろんな指導をさらに強化してほしい

なと、そんなふうに思っております。よろしく

お願いいたします。

○前屋敷委員 やはり自立した社会人、職業人

の育成ということが目標になっているようなん

ですけれども、本来、学校教育というのは、そ

れぞれの子供たちを本当に一人前の人格を育て

ながら、社会に送り出すというそれが一番大き

な目的で、今やっていることと何ら変わりはな

いというふうに思うんです。

しかし、やはり先ほど御説明もありましたけ

れども、子供たちが一旦社会に出る、就職をす

る、しかし、今社会の構造が非常に変わってい

て、言われたように、企業そのものがやはり子

供たちを育てて一人前にしようという、そうい

う土壌の中でいろんな技術を身につけたりとか

いって一人前に育っていったんですね。それは

企業だけじゃなくて家庭もそういう立場で子供

たちを教育してきたし、やはり家庭も学校も、

そして社会全体もそういう形だったんですけれ

ど。

今、大きくやはり企業が即戦力を求める、効

率性を求めるということにだんだん変わってき

た中で、本当に子供たちは大変な状況に置かれ

ているし、その子供たちを送り出す学校という

のは、本当に大きな責任も問われて大変な状況

だなというふうに思って、本当私も皆さんの御

努力には感謝をしているんですが。

先ほど話がありましたように、就職して離職

率が41％という話を聞くと、本当に子供自身も

社会に出て最初からつまずくという人生から始

まるということでは、将来のなかなか展望が持

てなかったり、本当に自分が何を目指したいの

かというところも、はっきり見えてこなかった

りということで、本当に大きな課題であるし、

このままほっとけないということだというふう

に思うんです。

それは構造上の問題も含めて、我々の責任だ

というふうにも思うんですけれども、そういっ

た中でさまざま御苦労しておられる話も聞いた

んですが、この資料の中の４ページで、キャリ

ア教育の具体的な方策として、横の連携という

ことで、学校や地域や社会・企業とのさまざま

な組織をつくって何とかしようという取り組み

だと思うんですけれど、この辺のところの具体

的な内容をちょっと聞かせていただければとい

うふうに思います。

○谷口学校政策課長 横の連携、例えば職場体

験をいたしますが、これまでですと職場体験に

３日間中学生が行って、こういう体験をしたと

帰ってくるわけなんですが、インターンシップ
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にしましても３日間ぐらい行って帰ってくる。

一過性に終わっていたわけですが、今後考え

なくちゃいけないと思ったのは、例えば先ほど

「挨拶」がというお話をいただきましたけれど

も、例えばインターンシップとしまして、企業

の方から子供の評価をしていただいて、あなた

はもっと挨拶をしたほうがいいとか、評価をい

ただいてそれを生かすとか、あるいは子供とし

ても自分がインターンシップをやって何が足り

なかったか。例えばコミュニケーションならコ

ミュニケーション能力が足りなかったこと、

じゃ、学校で自分がどういう場面でどのように

つけていくかということを考えさせる。

そういった一過性のいろいろな体験をいっぱ

いしていますが、それを終わらせずに、それを

学校現場で連携させながら力をつけていくとい

うような考えで進めていかなくちゃいけないと

いうふうに考えております。

○前屋敷委員 この具体的なところで、この項

の最初の丸ぽつですが、リーフレット作成をし

ているというふうにありますが、具体的に連携

を深める、どういうふうに活用をしておられる

のか。

○谷口学校政策課長 先ほども御説明いたしま

したが、このキャリア教育ガイドライン、これ

を全学校に配布いたしまして、先ほどは概要だ

け説明いたしましたが、もっと具体的にどうい

う取り組みをするかということが入ってありま

すので、これ職員研修等で使いまして、学校全

体で取り組みをしていこうということをしてお

ります。

○前屋敷委員 あわせて次の企業と学校、地域

を結ぶ組織的なものを形としてつくっておられ

ると、組織を設置しておられるということです

が、具体的には、その活動の中身もあわせて教

えてください。

○谷口学校政策課長 実は、ことし日向市の商

工会議所の中に事務局を設置させていただきま

して、県全体をしっかり進めていくトータルコ

ーディネーターというものと、日向地区を推進

していく地区コーディネーターという職員を配

置させていただきまして、企業の方々と意見交

換をしながら、実は８月の末に開所式をいたし

まして、今、じゃ、具体的にどう取り組んでい

くかということは検討している段階でございま

す。この取り組みを参考に、それをまた県全体

に広げていこうというふうに考えておるところ

です。

○前屋敷委員 今から立ち上げて、全県的に組

織化も進めていくということですね。それとあ

わせて親の思い、学校の先生方の思いとか、い

ろいろ子供たちについてあるんですが、やっぱ

り子供がどうなのかというところを基本に置き

ながら、子供のためにどの方向につくっていく

のがいいのかというあたりは、やはりきちっと

中心に据えながらこの物事を進めていくという、

特に少子化と言われる今の状況ですので、やっ

ぱり一人一人の子供としっかり向き合える、そ

ういう体制をしっかり整えていくということが

大事かなというふうに思いますので、ぜひまた、

さらなる御努力をお願いしたいというふうに思

います。

以上です。

○西村委員長 ほかはないでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、ないようですので、

これで終わりにしたいと思います。

執行部の皆さんお疲れさまでした。ありがと

うございました。

退席のために暫時休憩をいたします。
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午前11時34分休憩

午前11時36分再開

○西村委員長 では、委員会を再開いたします。

次に、県外調査につきまして配付しておりま

す資料をごらんください。

11月６日から８日にかけて実施する県外調査

についてでありますが、簡単に概要を説明いた

しますと、11月の６日、京都府が設置しており

ます「マザーズジョブカフェ」の取り組みにつ

いて調査をしたいと思っております。内容につ

いては、行程の中に書いておりますので省略を

いたします。

同じく京都市の「こどもみらい館」、翌日が滋

賀県庁、いじめで有名になりました大津市の教

育委員会に行きたいなと思っているんですけど、

県の取り組みのほうがいいと、一番再発防止に

かけては力を入れている県だと思いますので

名古屋に移動しまして、名古屋の児童虐待の

条例、そして東京のほうに移動いたしまして和

田中学校、これは非常に有名な中学校。そして

最後が、埼玉県庁で生活保護世帯の子供を対象

とした学習支援と、皆様方からの御意見、要望、

またそれぞれで質問等で取り上げている内容を

詰め込みまして、３日間の日程で、もうこれに

行けば報告書もばっちりという内容にしており

ます。

休憩いたしますが、御意見等はありますか。

午前11時37分休憩

午前11時39分再開

○西村委員長 では、委員会を再開をいたしま

す。

調査先の説明は以上のとおりでありますが、

この案で了承いただいてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、このように決定いた

します。

また、事情により変更が出てくる場合がある

かもしれませんが、正副委員長に御一任いただ

きますようにお願いをいたします。

次に、協議事項（２）の次回委員会について

でありますが。次回委員会は11月１日、金曜日

に行うことを予定しておりますが、執行部への

説明資料の要求、御意見、御要望はありません

でしょうか。

○井本委員 ブラック企業という言葉があるん

だね、そのことを始めて知って。就職して、使

い捨てにしてしまうんだね。一部上場企業でも

そういうところがあるんだって。えらいひどい

世の中になったものだと思うけど。

○太田委員 河野委員が質問されましたよね。

○井本委員 あなたがしたかね。あなたがやっ

たか。

○河野委員 今月4,000社をピックアップして国

が調査に入っています。それでどれだけ、ブラッ

ク企業の規定もいろいろありますが……

○井本委員 教育とどのぐらい結びつくかは知

らないけれど、就職ということからすると、ど

うかなと思ったものだから。

○太田委員 いろんな株式会社等は、下請の入っ

ているところよりも、大きくなっていますよね。

私もつくづくそれを感じるんですよ。

○西村委員長 県内の状況ですか、これは委員

会のテーマに当てはまりますか。

○井本委員 就職だから当てはまるかなと思っ

たけれど。

○中村委員 タイムカードなんかを勝手に押す

ところもあるんですよね。本人が本当は押さな

きゃいけないんじゃないですか。
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○西村委員長 ブラック企業を見きわめる能力

を養う。（「まあ、まあいいです」と呼ぶ者あり）

いいそうです。ほかにないでしょうか。

いよいよ後半となってきまして、大分この４

月以降掘り下げてまいりましたけれども、ほか

にないでしょうか。

○井本委員 それなら、もし何もないなら、シュ

タイナー教育なるものが何かということを誰か

に。専門家がいるかは知らないけれど、教育委

員会に専門家が。

○太田委員 歴史はありますよね。歴史はあっ

て、戦前からあったんじゃないかな。

○井本委員 あれはあれでしょ。私立学校とい

うか、いわゆる宗教も入った中でのそのような

学校でしょう。

○中村委員 そんな感じですよね。

○井本委員 ヨーロッパの歴史の中では、フィ

ンランドやらスウェーデンやらでやっている、

いわゆる教育の原型なんですね、日本がそれを

取り入れてゆとり教育をやろうとしたんだけれ

ど。失敗に終わったけれど。ただ、学校法人と

しては２校ぐらいしか認められていない、ＮＰ

Ｏ法人で幾つかやっている。

○中村委員 子育ての問題であれば、一番の問

題でもあるんだけれど、親のほうの問題なのよ

ね。今までもいろいろ調査でやってきた。やっ

ぱりＰＴＡの役員あたりと意見交換をやるのも

いいんじゃないかなと思うね。

というのは、親が今、子供に教育をできるか

ということなんよね。だから、例えばいいもん

じゃなかったけれど、前に言ったことがあるか

もしれないけれど、例えば、毎日朝７時くらい

から、子供たちが交通の激しいときに出て行く

ものだから交通指導をしているんだけれど、た

またま２カ月に１回ぐらい、３カ月に１回ぐら

いで回ってくるのかな、親御さんに。年に１回

ぐらいしか来られないんだろうけれど、そのと

きは、おはようございます、おはようございま

すと我々も挨拶をしているんだけれど、親御さ

んはぼそっと来て、挨拶もしないで、そんな連

中ばっかりなのよ。前も言ったことあるけれど、

この親があってこの子、挨拶をする子供たちに

育てられるのかなと。やっぱりＰＴＡの会長、

副会長あたりに来てもらって、その人たちに今

の親の基準、レベルはどの辺にあるのか。小学

校、中学校、小学校のほうがいいのかもしれな

いね。

○西村委員長 わかりました、調査してみます。

ほかに。シュタイナーが近くにあれば見に行っ

てもいいしですし。

○井本委員 ないというのはわかっているんだ

けれど、もし説明できる人がいれば、勉強のた

めに。ないならでいい、やることがないならと

いう話だから、あればいい。

○西村委員長 わかりました。資料等の要求は

ないでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 ないようですので、ただいまの

御意見などを参考にして、次回の委員会説明を

要求したいと思います。

○井本委員 文科省も言っているが、ＯＥＣＤ

で出している、「ＤｅＳｅＣｏ」という機関が出

している「ＰＩＳＡ」という検定……

○西村委員長 検定。何かの数字ですか。デー

タですか。

○井本委員 データというか、ここが出してい

るいわゆるリテラシーの中身というか。キー・

コンピテンシーについて、勉強のために。

○西村委員長 キー・コンピテンシーが何かわ

からないんですけれども。何かの数値ですか。
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○井本委員 数値というよりか、そのあり方を、

ＰＩＳＡで狙っている教育の。いわゆるＯＥＣ

Ｄが狙っているキー・コンピテンシーというの

は、ＤｅＳｅＣｏという部門が出してるわけ。

○西村委員長 ユネスコじゃなくてＯＥＣＤで

すか。

○井本委員 ＯＥＣＤの中のＤｅＳｅＣｏとい

う部門。文科省が今、それを出しているみたい

です。

○西村委員長 わかりました。これの資料があ

るか。

○井本委員 あるでしょう、それだったら。

○西村委員長 問い合わせてみます。

○井本委員 勉強のために。何もなければとい

ことだから言っただけで。

○西村委員長 わかりました。熱心に御意見い

ただきましてありがとうございます。

それでは、最後になりますが、その他で委員

の皆様から何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 ないようですので、次回の委員

会は、11月１日、金曜日の午前10時からを予定

しております。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。お疲れさまでした。

午前11時47分閉会


